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農村における食の自給の変容とその現状、
今日的な意味の検討
The change and the meaning of
subsistence food production in rural Japan
吉　野　馨　子
Keiko Yoshino
Abstract
 Current paper describes the change and the present situation, and roles of subsistence production 
in detail, and examines the contemporary and social meanings of subsistence production in Japan. As case 
areas, Iida city in Nagano prefecture in mountainous region, and Ashigara region in suburban region were 
selected, and the change and the present situation of subsistence production was studied by quantative 
data and qualitative data. 
 The paper revealed that subsistence production survived in spite of the penetration of market 
economy and discouraging policy changes, mainly supported by elderly women because of its necessity. In 
both case areas, subsistence production was not confined inside individual household, but was opened to 
the community developing social networks through exchange of resources, information, and products.  As 
the subsistence production is free from the one sided value as monetary profitability, it can develop the 
activities to non-farm members. The social setting and the re-evaluation of social meaning of subsistence 
production for enabling everyone can participate in the subsistence production regardless the gender and 
whether one is from farm households or not. 
Keywords: subsistence food production, elderly women, social network, non-farm households, work-life 
balance
要　旨
　本論文は、我が国の農村における自給の実態と役割について詳細に明らかにするとともに、自給がもつ今
日的な価値、社会的な価値について検討した。中山間地である長野県飯田市及び都市近郊である神奈川県足
柄地域を事例地とし、自給の現状をアンケート調査及び聞き取り調査から明らかにするとともに、自給と地
域社会との関係について分析した。
　市場経済の浸透やそれを推進する政策により、伸び縮みしたり、その様相を変えながらも、換金化されな
い領域は、主に中高年女性の手によって必要性があるがために生き延びてきた。中山間地、都市的地域の両
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方において、自給は個々人の生活で完結するものではなく、資源や情報のやりとりや生産の協同が社会ネッ
トワークを作り、地域に向かって広がっていた。自給は、個々の利潤に収斂される交換価値、換金性にとら
われず、それが生み出す使用価値を享受するものであるがゆえに、非農家も含め、活動を広げていく可能性
をもっている。農家、非農家の別なく、地域とつながった自給を可能とする社会的セッティングの検討、男
女の区別なく自給に関わっていけるワークライフバランスの実現が求められている。
キーワード：自給、中高齢女性、社会ネットワーク、非農家世帯、ワークライフバランス
1．はじめに
　農山漁村での営みは、個々の世帯の生計の維持
及び地域での暮らしの維持のためのさまざまな要
素で成り立ってきた。現在は、兼業化の深化に伴
い、生計の維持にとっては農外就労が最も比率が
高く、また農業経営においては換金作目の栽培・
飼養とその販売が主たるものとされている。しか
し、そのような現金稼得のための活動のほかに、
世帯や地域の生活の維持、再生産をめざす様々な
活動がある。自給は、とくに農山漁村においては、
自己資源や地域の資源を活用することによって地
域での暮らしを成り立たせることを可能とするも
のであり、かつては農山漁村での暮らしの根幹で
あった。自家で必要とする資源を確保する自給的
な生産活動は、個人の所有地だけでなく、地域の
共有地や公有地も利用し営まれてきた 1）。また、
地域社会を維持するために営まれるさまざまな共
同作業や役も地域における自給的な営みであると
いえよう。これらの、換金化されない営みが生み
出す価値を、市場経済は正当に評価することがで
きない。
　経済人類学を構築したポランニー（1944）は、
市場経済の社会からの遊離と独り歩きに対し、「人
間の経済は社会関係に埋め込まれている」と再考
を促した。そして、人間の活動の重要な要素とし
て、再配分・互恵・ハウスホールディング（自分
で利用するための生産）の 3 つを挙げている。し
かし、資本主義は自給を経済効率の悪いものとし
打ち捨て、自給の部分をやせ衰えさせてきた。
1-1 自給をめぐる政策の展開
　明治期になり、地租改正によって政府への納税
が年貢（米の物納）から金納へと変わったことは、
農家に大きな影響を与えたとされる。すでに江戸
時代より商品生産は農村でも進んではいたが、暮
らしの基本は現物経済であった。税金が納められ
ずに、共同負債として自分たちの島を抵当に入れ
たという瀬戸内の見島の経験を宮本（1974）は
紹介している。政府は税収を少しでも増やすため
に、地域の人々が共同的に利用していた入会林野
を取り上げ、国有化したり、民間への払い下げな
どをおこなった。燃料や飼料を共有地の資源に依
存していた人々にとっては、生計を立てる重要な
資源を奪われたこととなり、入会林野をめぐる小
繋事件に代表されるような、激しく長い闘争も生
じた。また、1874 年の海面の官有化に対しては
漁民の反発があまりに強すぎ、政府は翌年にその
法令を取り下げている。
　さらに政府は、殖産興業のために換金作目とし
て養蚕を奨励し、軍備強化のために軍馬などの飼
養を強化する。また、都市住民に対する食糧供給
を重視した中央卸売市場法により、農産物販売の
販売の自由に対しては規制が進められた（原田、
2012）。このようにして、農家は次第に政府の主
導による中央集権的な商品経済に飲み込まれて
行った。その後、1929 年の世界恐慌時における
農山漁村経済更生運動、戦時下及び直後の極度な
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食料難による自給の励行を経、戦後、GHQ によ
る指導のもと、農村の生活改善が推進される。“ 旧
弊な ” 村の暮らしや社会関係を “ 改善 ” する取り
組みが進められた。伝統的な食生活は栄養バラン
スや科学的な見地から修正を迫られ、洋風のレシ
ピと食材が導入された。1946 年よりのララ（ア
ジア救済連盟）及び 1950 年からのガオリア資金
（占領地域統治救済資金）による学校給食への食
材提供は、アメリカ産の小麦、脱脂粉乳の利用を
推進し、また食生活に大きな影響を与えた（岸、
1996、古沢、2001）。そして、1954 年に調印さ
れた日米相互防衛援助（MSA）4 協定及び農産物
貿易促進援助法（余剰農産物処理法とも呼ばれる）
の成立により、小麦などアメリカの余剰農産物を
通常輸入量に上乗せして受け入れすることが決定
される（岸、1996）。
　1950 年の朝鮮戦争勃発を踏み台として日本の
経済は高度経済成長期に入り、1960 年には国民
所得倍増計画が発表される。「金の卵」として地
方から多くの若者が集団就職し、農山漁村地域か
ら離れて行った。1961 年には大豆の輸入が自由
化され、国内の大豆の生産が激減する。その後、
貿易の自由化は徐々に品目を拡大し、1995 年の
GATT のウルグアイラウンドでは農産物の輸入が
自由化（関税化）され、そして現在、その関税を
俎上に上げた TPP 交渉を迎えている。
　そのような経済構造、就労構造の変化の中で
1961 年に農業基本法が制定された。「他産業並み
の賃金を」として、農家の生産性向上のために規
模拡大と作目の選択的拡大が指導され、農業の機
械化、化学化と農家の兼業化が進んでいった。食
料管理法に基づき、大潟村など各地で大型農地が
開墾される一方で、米余りも進行し、1970 年に
は減反が開始する。
　このように政策において、ほぼ一貫して世帯、
地域、国家の食料の自給は周縁に追いやられ続け
てきた。1973 年のオイルショックは、一時、小
さい経済、地方の時代への動きをもたらし、「第
三次全国総合開発計画」では「定住圏構想」や「田
園都市国家構想」が提案されたが、それも絵に描
いた餅に終わり、ほどなく日本の経済は再びバブ
ルに向かっていった。
　その一方で、選択的拡大路線と中央集権的な市
場システムにより、農家でさえ野菜を買うように
なり地元の人が地元の産品を手に入れられないと
いう市場構造への疑問から、地産地消の取り組み
が始まっていた（荷見・根岸・鈴木、1986）。こ
れは、オイルショックによる輸送費の高騰や減反
の開始による農業経営への不安も背景となってい
る。農家の女性たちを中心に、自給を増やして
出費を抑えよう、自給の余剰分は販売してみよ
う、という小さな取り組みからはじまったもので
ある。また、農薬害への消費者の心配と農業者の
健康被害の観点から有機農業運動も広がっていっ
た。どちらの取り組みも 70 年代から注目され始
める。これらは市民による草の根からの動きであ
り、政策は 30 年も遅れて 21 世紀に入り、よう
やく追いかけはじめる。
　20 世紀の末ごろより、農政は大きく方向を転
換した。農業の発展と農業従事者の地位向上を
目指し制定された農業基本法が立ち行かなくな
り、1999 年、食料安全保障や、文化の伝承も含
めた農業の多面的機能を視野に入れた食料・農
業・農村基本法に代わった。農業の持続的な発展
に関する施策としては、女性の参画の促進や高齢
農業者の支援、自然循環機能の維持増進等が示
された。2005 年には「食料・農業・農村基本計
画」が策定され、地産地消推進検討会が設置され
る。2006 年には「食育基本法」と「有機農業の
推進に関する法律」が制定され、2010 年には「地
域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創
出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法
律（六次産業化法）」が作られる。このように、
2000 年代に入り、自給をベースに展開していっ
た農村女性たちの地産地消の取り組みがようやく
政策的に認識されるようになったのであるが、そ
れはまた自給の商品化、市場化へのプロセスでも
あった。
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1-2 ライフスタイルの再考としての自給への注目
の一方、自給の実態は把握されていない
　農家の自給は、国の統計においては農家生計費
調査のなかで生産現物家計消費という費目で把握
されていた。しかし、1991 年に統計上の農家分
類が専業農家、一種兼業農家、二種兼業農家の 3
分類から、販売農家と自給的農家の 2 分類に変更
され、経営面積が 30a 未満で年間の農産物販売金
額が 50 万円未満の自給的農家は政府の統計事業
の対象外となった。それを受け、農家世帯の自給
実態の調査もされなくなった 2）。自給的生産は政
策の対象外に置かれることになったのである。そ
の一方で、消費経済化が進展し経済活動がグロー
バルに膨張する中、食料の安全保障やライフスタ
イルの再考等の観点から、『半農半 X という生き
方』（塩見、2003）や、『自給再考』（山崎農業研
究所、2008）など、自給の価値を訴える議論が
盛んとなってきた。「うかたま」（発行 7 万部）3）
など、若い読者層を意識した、手作りを勧める雑
誌も発行されるようになった。
　このように、オルタナティブな社会を支える生
産・消費のあり方として自給が注目される一方で、
自給の実態や変容を捉えた研究は非常に限られて
いる。農家生計費調査を利用し高度経済成長期以
降の自給の変容を分析した安村（1987）や中道
（1991）の報告や、福島県での味噌作りの自給の
変遷に関する石村（2001）の報告、家庭菜園と
その変遷に関する古家（1993、2004）、「ふだん
ぎの有機農業」として有機農業との関わりから論
じた相川（2013）の報告をみる程度である。
1-3 本稿の目的
　本稿では、経済学や政策において周縁部に追い
やられた自給、そのなかでも食の自給に注目し、
その変容と現状を捉えるとともに、今日的な意味
を検討したい。地域の立地条件によって自給のあ
りようも異なることが考えられるので、本稿では
中山間地（長野県飯田市）及び都市近郊（神奈川
県足柄地域）に位置する農村地域の二地域を取り
上げる。
　長野県飯田市では、2001 年から 20004 年にわ
たり、農村生活総合研究センターの研究チームが、
世帯の自給及び地域内自給について量的かつイン
テンシブな調査をおこない、筆者も参加した（農
村生活総合研究センター、2004）。またその後も、
筆者は自給の実態と変遷についてのインタビュー
を継続してきた。一方、神奈川県足柄地域 4）では、
2004 年より農産加工の技をもつ農村女性たちを
対象にインタビューをおこなってきた。具体的に
は、あしがら農業協同組合 5）での農産加工品評会
の受賞者及び「ふるさとの生活技術指導士」（農家・
農村地域に受け継がれてきた生活技術を保持して
いるということで県が認定）へのインタビューで
ある。さらに、2008 年には、農協の女性部の組
合員を対象に自給の実態と意識に関するアンケー
ト（218 人に配布、213 人からの回答、回収率
98％）を行っており、両地域の自給の概況につい
ては、これらのデータを援用する。
　その上で、事例地域における具体的な農家世帯
の自給の変容を詳細にみるために、事例農家と
して飯田市の T 家と足柄地域の Y 家を取り上げ、
経営との関わりも含め、各家の自給の変遷と現状
について詳しく記述したい。T 家は養蚕からきの
こ栽培を経、花き栽培へと経営作目を変えてきた
専業農家であり、Y 家は、水田作からミカン作に
転換し、近郊農村としての農地の不動産的価値を
生かしながら兼業経営している農家である。いず
れも、調査地の農業を典型的に示している農家と
いえよう。なお、両家に関するデータは、2011
年 4 月までのものである。
2．我が国の自給の概況
2-1 全国的な概況と農家の自給の変容
　全国的な自給の現状について把握を試みた報告
としては、筆者も参加し、日本有機農業研究会が
2010 年におこなった web アンケート 6）の中で農
産加工の実態について問いかけたものがある。同
アンケートは、全国 2,000 人の 20 歳から 69 歳
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までの男女を居住地域区分、性別、年代別を配分
し、インターネットでの回答を募ったものであり、
比較的、万遍ない層からの回答を得ることができ
ている。
　この調査によると、図 1 に列記した主要な農産
加工品のうち、自宅でいずれも作っていないのは
30％であった。回答者の大半は非農家の都市的な
住民であるが、そのうちの 7 割は何らかの農産加
工品を作っているということになる。加工品の中
で最も多く作られていたのは、浅漬けなどの一夜
漬け（全体の 28％）であり、らっきょう漬け、パン、
果実酒、梅干しが、いずれも 15％程度で次いで
いた（図 1）。日本の重要な調味料であり、かつ
ては「買い味噌は恥」と言われた味噌を現在も造っ
ているのは 4％にすぎなかった。
　また、農産加工に関わっていると回答したのは
全回答者 2,000 人中 481 人（24％）であった。
そのうち女性は 303 人（関わっている人の 63％、
女性回答者全体の 30％）で、そのうちの 7 割
（71％）が「主に作っている」と回答した一方、
男性 178 人（関わっている人の 37％、男性回答
者全体の 18％）の 3 分の 2（33％）は、「手伝う
程度」であった。このように、農産加工への関与
は男女間での差異が大きい。
　次に、経年的な統計データが手に入る農家の自
給についてみてみよう。農家における自給につい
ては、前述のように 1995 年までは詳細なデータ
が入手可能であった。図 2 は、前述の、農林水
産省による農家生計費調査／農業経営動向調査
のデータを加工したものである。農家の飲食費
における自家生産物の割合（生産現物割合）が 5
割を割ったのは 1965 年であり、それからも年々
減少している（図 2-1）。しかし、金額でみると、
1985 年くらいまでは増えており、物価の上昇を
合わせてみると、1975 年くらいまでは生産現物
割合の減少は、購入食品が増加したことによる部
分が大きいと推察される（図 2-2）。それ以降は
自家生産物の利用自体が減少方向に転じ、1990
年頃からはそのスピードが増している。
図 2-1　生産現物割合の推移 図 2-2　生産現物（金額）の推移と物価の変動
図２　農家家計における自給の変化
（農家生計費調査及び総務省消費者物価指数より筆者作成）
図１　家で作っている農産加工品（n=2,000）
（日本有機農業研究会、2012 のデータより筆者加工）
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　飲食費における地域別の自家生産物の割合を
1965 年と 1994 年についてみてみると（図 3）、
いずれの地域においても、1994 年には大きく自
給率が減少している。また、いずれの年も、東北、
北陸、九州で高め（東北、北陸は、割合だけでな
く金額も他地域と比較して高い）、北海道、東海、
近畿では低めであった。関東・東山の生産現物割
合は、首都圏を含むにもかかわらず他地域と比較
してさほど低くなかったが、1965 年のデータに
ついて、さらに北関東、南関東、東山（山梨、長
野）に細分してみてみると、首都圏である南関東
は近畿と同じように低い（42％）一方、北関東は
東北に類して高く（51％）、東山はその中間（45％）
であった。なお、事例地の足柄地域は南関東、飯
田市は東山に位置している。
　次に、栽培作物ごとに自給の状況をみてみよう。
図 4 は、全農家（1990 年からは販売農家）を対
象に主要な作物について栽培した農家数とそのう
ち販売した農家数のデータがある 7）農業センサス
及び各作物の生産現物割合を示した農家経済調査
をもとにしている。
　図 4-2 をみると、米麦や茶は自給のみに利用し
ている農家の割合は低いが、野菜については自給
用のみに生産している農家の方が圧倒的に多いこ
とがわかる。上述のように、1990 年からは販売農
家のみがセンサス調査の対象となっているが、そ
れでも多様な野菜を栽培している農家は多く、自
給のみに利用する割合は高い。販売農家において
も自給のための野菜生産は維持されてきたといえ
よう。図 4-3 が示すように、量的な面での自給度
は低下しているが、100％は自給できなくても様々
な野菜を自家利用のために栽培する、という営み
は農家の中で保持されてきたといえるだろう。
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図３　 地域別、年度別にみた農家の飲食費における生
産現物割合
（農家生計費調査より筆者作成）
図 4-1 作物ごとの収穫農家
の割合の変化※
図 4-2  収穫した各作物を自
給のみに利用する農
家の割合の変化※
図 4-3  各作物の農家世帯あ
たりの自給率の推移
　※）1990 年以降は分母が販売農家（それ以前は総農家）
図４　作物ごとにみた収穫農家、自給のみに利用する農家の割合と農家自給率の変化
（農業センサス及び農家経済調査より筆者加工）
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3．具体的な自給の実態
3-1 飯田市での事例から
3-1-1  全体的な概況：飯田市民へのアンケ トーから
　まずは、農村生活総合研究センターが 2003
年におこなった市内の 3 地区に居住する 400 世
帯を対象にしたアンケート結果から、全体的な
自給の実態をみてみよう（回答数は 163 世帯、
41％）。全回答世帯のうち、販売農家は 24％、自
給的農家が 15％であった。自給している農産物
や加工品がある世帯は全体の 62％を占めていた。
　自給畑と農産加工品の担当者についてみてみる
と、自給畑では、男性と女性がちょうど半々であっ
た（図 5）。担い手（「主に担当する」人と「手伝う」
人を合算）の年齢層としては、自給畑は男女とも
に 6，70 代が主で、4，50 代が次いでいた。農産加
工については、女性は 6，70 代が主で 4，50 代が
次いでいたが、男性は 4，50 代が主であった（図 6）。
　農産物やその加工品のおすそわけについては、
82％が「ある」と答えていた。やりとりの範囲を
野菜についてみてみると、市内までを範囲として
いる回答者が多く、間柄としては、傷みやすいこ
ともあってか、友人知人など近隣の知り合いとの
やりとりの割合が親戚や他出家族よりも高かった
（図 7）。世帯で利用する野菜について、全量購入
しているという世帯は、136 世帯中 22 世帯（16％）
に過ぎず、大半の世帯で自給あるいはやりとりを
通した入手がみられた（図 8）。アンケートで「地
産地消を知っている」と答えた人は 28％ほどで
あったが、暮らしの中では自然に地域内自給が実
現されており、それは世帯での自給生産・加工を
ベースとするものであった。
3-1-2 　T 家の農業経営と自給の推移
　次に、地域での典型的な農家を事例的に取り上
げ、詳細にみてみよう。T 家（経営主夫妻は 60
（自給畑） （加工品）
図６　年代別にみた、自給に関わっている割合（主な担当者と手伝いを合算）
（農村生活総合研究センターデータより筆者加工）
図５　自給活動の担い手
（農村生活総合研究センターデータより筆者加工）
図７　野菜のやりとりの地理的範囲と間柄
（吉野・片山・諸藤、2008 を改図）
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歳代、経営主の母は 80 歳代）は、天竜川の河岸
段丘沿いの地域に居住する専業農家である。図 9
は、T 家の経営と自給の変遷及び現状を示したも
のである。なお、図 9 の縦軸は時間軸（戦後より）
を示している。また横軸は、生産の目的や生産物
の主な用途に注目しており、「販売」（換金化）－
「自給」（非換金）に加え、さらに自給の延長方向
に地域内での分配や協同をおいている。非換金的
利用が世帯内でのものなのか、地域社会をまきこ
んだものであるかに注目しているためである。
　専業農家であり続け、JA の役員でもある T 家
の経営の変化は、地域農業の変化を映し出してい
る。飯田市の河岸段丘には「日本の三大桑園の一
つ」と言われる桑園が広がり、養蚕の一大産地で
あった。しかし、戦後、1961 年の天竜川の水害（昭
和 36 年に起きたため、「三六災害」と呼ばれる）
でかなりの生産者が養蚕をやめた。養蚕だけでな
く、この災害を契機に、多くの農家が農業から離
れて行った 8）。それまでは、地域の皆が、自給畑
や山菜採りのほかにも、自給用にめん羊、ニワト
リ、ヤギ、うさぎなども飼い、自給的な農の暮ら
しづくりに積極的であったのに、三六災害を境に、
潮を引くようにその動きが衰退し、離農も進んだ
図８　 世帯で利用する野菜の入手方法（作る、買う、
もらう）ごとの大まかな量比
（吉野・片山・諸藤、2008 より）
図９　T 家の経営と自給の変遷
（インタビューより筆者作成）
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という。同年に施行された農業基本法に象徴され
る、高度経済成長による全国的な経済構造の変化
も影響していよう。T 家の夫はちょうどこの頃就
農したそうで、その潮目の変化を嘆いていた。
　T 家の住む地域では、昭和 20 年代より、河原
沿いの水がつきやすいところは桑畑のまま、上の
水がつかない畑は梨への転作が取り組まれてい
た。このようにはっきりと生産地域を分けたのは
桑畑に農薬がかかるとカイコの生育にさし障るか
らであった。T 家も早くより 20 世紀梨の栽培を
始めており、1961 年の農業基本法の施行以降は、
選択的拡大の政策を受け、JA の梨の部会長とし
て、地域として幸水の栽培に取り組みはじめた。
また、同様に、選択的拡大路線のもと、桃の生産
団地づくりにも取り組んだ。また同じような時期
に、エノキタケの栽培が地域で試験的に始まり、
T 家も、エノキタケ、シメジの栽培を始め、きの
こは長い間、T 家の基幹作目となった。1970 年
からの減反政策の際には、T 家は、山田で収穫も
良くないということで、自身の田を全て桃園に転
換することにより地区全体の減反を引き受けた。
そのため T 家では米が自給できなくなったが、同
図 10　T 家で生産・採取するものとその利用先の変化
（吉野・片山・諸藤、2008 をベースに筆者が加工）
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じく農家である妻の生家から米を安く分けても
らっている。妻の生家で米を作っているから、米
の自作を諦められたとも言える。また、地域の特
産品をつくっていく過程で注目されたグリーンア
スパラの導入、天竜川氾濫で被害を受けた地域を
農地に転換するに当たり、そこでの地区の特産品
づくりとしてのプチベールなど、JA としての新
しい作目の導入時には率先して取り組んできた。
果樹はそののち生産量が落ち衰退、T 家も現在で
は栽培していない。梨園は、他の生産者に委託し、
その収穫の一部を分けてもらうことで十分、とし
ている。
　図 10 は、2003 年頃の T 家における食料の生
産と販売の状況とその後の変化を示している。
2003 年当時は、きのこ栽培が生産の主軸であっ
た。専業農家でありながら、実に多様な作目が一
年を通して栽培、あるいは採取されており、その
大半は自給とおすそわけに利用されている。自給
畑と農産加工は、主に母が担当しているが、野沢
菜漬けのみは母と妻のそれぞれが作っていた。母
は自宅で栽培した野沢菜を自家加工し、自家利用
及びおすそわけに利用している一方で、妻は購入
した野沢菜を加工し、直売所で販売していた。
　キノコとアスパラを主軸とした生産体制が変化
したのは、大手企業の参入による競争力の低下と
食品衛生法の改正によりキノコ栽培が食品加工業
扱いになり、HACCAP に則った管理が求められ
るようになったことが大きかった。1993 年頃に
多くの生産者がキノコ栽培から手を引き、T 家自
身は 2006 年にきのこ栽培から花の栽培に転換し、
アスパラの栽培も徐々に減らし、2008 年に栽培
をやめた。花が忙しくなり、手が回らなくなった
ためである。忙しい花に切り替えてからも、この
頃までは、生産量を減らしながらも、自給品の種
類は維持させていた（図 10）。
　同地区はハクビシン、タヌキ等による食害も深
刻であり、獣害に遭わないということも花を選択
した重要な要因だった。花き栽培への転換におい
て、水害を受けた土地の農地開発を目的に、地区
協同で試験的に姫ひまわりを栽培していたことも
経験として役立ったという。
　経営の変遷は、T 家の食の自給にも大きく影響
を与えてきた。自給畑の担当は、前述のように T
家の母の担当であった。きのこを栽培していた間
は、雑菌が入っては良くないために麹菌を用いる
味噌作りはできなかったが、花に切り替えること
によって味噌作りが可能となった。「自家製味噌
はやっぱりおいしいね」と、作れるようになった
ことを喜んでいた。しかし大豆を作る余裕はない
ので、仲間が作ったものを分けてもらっている。
その一方で、きのこは季節の影響をあまり受けず、
週 6 日出荷できたため作業量の調整が可能であっ
たが、花栽培は、盛期にはその収穫に追われるた
め、自給用に残しておいたアスパラガスの収穫、
春の山菜の収穫に手が回らなくなった。アスパラ
ガスは栽培を諦めたが、春の山菜は、山林を持た
ない地区の友人に収穫を任せ、採ってもらったり
加工したものを分けてもらうことにより、利用で
きている（図 9）。母の高齢化もあり、自給野菜
の生産は減少してしまったが、その代わりに、地
区の友人が余った野菜などを黙って置いていって
くれるという。
　このように、手の回らない部分を地区の人たち
に補ってもらうことにより、T 家は、自給を維持
してきている。T 家の農業経営は地域との関わり
を深く持って推移してきた。前述のように、地区
として取り組む新しい作目を率先して導入し、ま
た地区の減反を引き受けた。また、農業に限らず、
地域のさまざまな生業を盛り立て、地域での自給
を高めていきたいという考えから、かつて皆がお
こなっていた鶏の庭先飼い、地区の豆腐屋さんの
廃業を受け、農家、非農家含めた地区の有志での
共同の豆腐づくり（および有志による大豆栽培）
等、さまざまな取り組みを仕掛けてきた。
3-2 足柄地域における自給とその変容
3-2-1  全体的な概況：JA 女性部へのアンケート
とインタビューから
　前述の、2008 年に農協女性部の組合員を対
象におこなったのアンケート結果からは、213
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人の回答者のうち農産物を生産していない人は
16％、自給程度の人が 39％、農産加工をしてい
ない人は 10％であった。加工品では、地域の特
産品である梅を生かした梅干（74％）、きゃらぶ
き（67％）、らっきょう漬け（61％）や行事食の
どんど焼きだんご（60％）、赤飯（57％）が多く
の世帯で作られていた。農産物も加工品も、販売
に回される割合は低く、農産物では 44％、加工
品では 11％の人が販売しているのみであり、と
くに加工品は主に自家利用のために生産されてい
た。また、誰と作るか、という問に対しては、一
人で作ることがある人は 162 人（83％）、常に一
人だけで作る人は 99 人（46％）、であり、農産
加工は女性の仕事という性別役割分担があった。
　農産加工の技術を有する JA 品評会の受賞者及
びふるさとの生活技術指導士24人（60～80歳代）
へのインタビューでは、加工の技術は、地域の寄
り合いや友人との集まりの折に他の人が作った加
工品を試食し作り方を教わるなど、地域でのコ
ミュニケーションを通じて情報交換されていた。
本人は加工品の材料を栽培していなくても、親戚
から分けてもらったり、加工上手なことを知る友
人が作ってほしいと材料を持ってくるなど、大半
は材料を購入しないで手に入れており、購入する
ことがあるという人は 5 人のみであり、それもご
く一部の材料であった。
3-2-2 　Y 家の事例から
　Y 家（経営主夫妻は 80 歳代）は、小田原市 K
地区の中心的な農家として、農業改良普及セン
ターからの指導を濃密に受けながら農業を営んで
きた。Y 家の主たる生計の担い手は消防士として
働く息子世代に代替わりしており、さらに農地を
転用した不動産収入がある。近郊農村であるこの
地域の典型的な経営パターンともいえる。その傍
らで、Y 家は水田及び家庭菜園での生産加工活動
を継続してきた。また、妻は県の「ふるさとの生
活技術指導士」をしていたが、そのときには、講
師として、加工技術の指導に当たっていた。
　図 11 は、Y 家の経営の変遷と自給の現状を示
している。足柄地方は、戦前よりみかんの先進的
な産地であった。みかんの高値を受け、農業基本
法の選択的拡大路線の前より、水田をみかん畑
に転換する施策が推進された。Y 家が水田みかん
をはじめたのも、1956 年と早い段階であり、農
業改良普及員に強く勧められてのことであった。
1965 年の大雪による被害を契機とし、1969 年に
は水田みかんをやめ、また水田に戻している。そ
の後、夫が植木業を始める。1955 年の結婚当時、
耕地は 300a を超えていたが、売買、賃貸、不動
産賃貸（アパート、店舗や駐車場）などを経て、
だいぶ規模は小さくなっている。Y 家の住むとこ
ろは平場であり、別の市にある山林は、貸し出し
ている。
　Y 家の妻は、農業全般に関わりつつ、さらにさ
まざまな野菜や果樹を自給用に生産してきた（表
1）。10 アールほどの自給畑に、多い時には、60
種以上の野菜（品種も加えると 100 近く）を栽培
し、屋敷まわりには、子供たちが喜ぶと思い 15
種以上の果樹を植えてきた。自家採種するもの
も 10 種を超える。カラーピーマンは、八百屋で
売っていたものの種子を取りためしに蒔いてみた
ところ、うまく出てきたという。シソ、モロヘイ
ヤ、ツルムラサキ、あずきなど、一度蒔いたもの
から、毎年勝手に生えて収穫をもたらすものもあ
る。友人が種子や苗を分けてくれることもよくあ
る。キャベツは、最初の一玉を取った後、下のわ
き芽からまた結球させると、玉は小さくなってい
くけれど 4 個くらいは収穫できる。せっかく成っ
たもの、何年もかけてできた産物だから、くずま
で使い切ってやらないとかわいそう、と考え、加
工にも励んでいる。妻が作る農産加工品は麹、味
噌に始まり、30 を下らない。これらの生産物の
うち、最近では販売するのは、うるち米と、大豆、
味噌を直売所やイベントで少々だけであり、大半
は家族で食べ、友人知人に分けておしまいである。
良くできたものから分けていき、気がついたら自
宅用のものがなくなってしまったこともあると言
う。ジャムなどは、経営しているアパートに住む
店子の人たちに折りに触れ分けてあげており、そ
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のおかげもあって良い関係を保っている。
　味噌作りは、若嫁の頃に地区内の女性たちで
作った生活改善グループをベースにおこなってい
る。麹の発酵機を交替で使用し、それぞれが自宅
で味噌を作る。市の産業祭りなどで、出品を頼ま
れ、販売することもある。
　日々の食卓が自給の品々で賑わう Y 家である
が、同居する息子の妻は、まったく手を出さない
と言う。その代わり、下の孫娘が手伝うことが多
く、おばあちゃんの技に感心する場面も多い。ず
いぶん上手に作れるようになった自分の娘を、息
子の妻がちらちらと横目で見ているのを感じるそ
販売
種類 品種 修理 販売用
水田 水稲、大豆 3 3 2 4 0
畑１ 大豆、じゃがいも 2 3 2 1 7 1
畑2 イモ類 4 8 2 0 0 0
その他根菜類 11 13 6*(1) ** 0 6 0
果菜 13 15 4 (4) 0 1 0
果菜（豆類） 7 9 1 0 2 0
葉菜 28 29 9***(6) 0 3 0
豆類 4 3 2**** 0 4 0
ごま 1 3 1 0 0 0
果物 17 20 - 0 15 0
計 90 106 27 (11) 3 42 1
*2種は、毎年近隣の人から分けてもらっている
**カッコ内の数字は、ときどき自家採取するもの
***4種は一度栽培したものからのおのろ生え
****1 種は一度栽培したものからのおのろ生え
生産 自家採取 農産加工
 
表１　Y 家の妻の作る作物と加工品
（インタビューより筆者作成）
図 11　Y 家の栽培・加工品目の変遷
（インタビューより筆者作成）
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うである。
　自家利用を目的としているため、自給畑では多
種多様な作物が栽培され、さまざまな成長ステー
ジで収穫物が利用されている。おいしく調理する
方法を知っているために、収穫物が生かされてい
るといえよう。生産物は、親戚や近隣の知人友人
にお裾分けされ、また植物資源は、自家採取によ
る地域の固有な品種の保持のほか、知人友人との
交換を通して増やされることも多い。
4．おわりに
　地域の立地条件が大きく異なる長野県飯田市及
び神奈川県足柄地域の両地域において、食の自給
は地域に生き延びており、女性（とくに高齢女性）
がその担い手であった。図 9、11 が示すように、
農家、農村の暮らしにおいて “ 換金化されない領
域 ” は全体的に縮小してはいるものの、地域や世
帯の農業の変化によりその様相を変えつつ、地域
で生き延びてきたのである。かつては自給の営み
は “ 当たり前 ” の活動であったが、今日では、非
農家世帯も含め地域で意識的に楽しんだり、弱
まっていく部分を地域で補い合うような姿もみら
れた。
　また、自給の活動は、資源の確保や生産物の分
配において、地域社会と大きく結びついていた。
友人や近隣の人たちから農産加工の原材料をわけ
てもらったり、情報交換や種子などを分け合う
姿、生産物を友人や隣近所、親戚にお裾分けした
り、一緒に楽しんで食べる姿は、地域の非農家世
帯も含め、広がっていた。個人的な農地へのアク
セスが困難な非農家世帯に限らず、農家であって
も、地域の人たちと協同的に自給に関わる生産活
動（たとえば、生活改善グループでの共同の加工
作業、非農家住民も含めた地豆の豆腐づくり等）
に関わっており、そのことが、日常生活の忙しさ
の中で忘れがちな自給の楽しさを再発見させても
いた。換金を目的とした活動は、世帯の利益を目
指すものであり、生産のプロセス等で協同作業が
あるとしても結果的には個々の世帯に収斂しがち
であるが、自給はその営み自体が持つ価値を享受
するものであるがゆえに、非農家も含め、活動を
広げていく可能性をもっている。資源や情報のや
りとりや生産の協同が社会ネットワークを作り、
地域に向かって広がっていた。自給は、決して閉
じられた個人的な営みではなく、地域と深く結び
ついているものなのである。
　自給について語ろうとすると、「自給自足の社
会に戻るというのか」という反論をされがちであ
る。しかし、このように自給が “ 生き延びている ”
実態があるなか、その今日的な意味を考えてみた
い。
　まずは端的には、食糧保障、食の確保の意味も
あろう。これは国家的な視点からの主張もあろう
が、農村の暮らしからみると、自分たちの暮らし
の自立（自律）性を保つことにつながる 9）。
　また、バーチャルな世界を生きる都市的住民に
対し、自給は、文字通り “ 自らを給する ” という
身体感覚の獲得の場を提供する。個人のアトム化
が進行し、現実の生活への不安が広がる現代社会
において、農家、非農家の別なく、地域とつな
がった自給を可能とする社会的セッティングの検
討がなされていく必要がある。紙幅の関係上、具
体的な論考はまた別の稿で展開したいが、農に取
り組みたいと考える人たちの農地へのアクセス
の改善とともに 10）、都市住民が一過性の関わり
や “ お客さん ” としてではなく、責任ある主体者
として農に関わる仕組み作りが求められる。都市
部の塩漬けになった遊休地の活用や屋上緑化と組
み合わせたコミュニティ・ガーデン 11）や、CSA
（Community Supported Agriculture）12）の取
り組み等が参考となっていこう。
　また、環境への負荷という視点から考えると、
比較優位の原則のもと外部の資源を現金で買い集
めるという経済構造は、資源の有限性につきあた
らざるを得ない。さらに、自分のところの地域は
低利用・低管理のために荒廃する一方で、遠方の
地域の資源の過剰利用という環境問題を引き起こ
し、双方の地域において資源循環のサイクルを破
壊する。このような生産・消費のあり方は再考さ
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れる必要があり、地域の資源を地域で消費すると
いう経済が見直されなければならないだろう。
　さらに自給は、交換価値ではなく財そのものの
本来の価値を利用し、暮らしのニーズに直結して
いるため、多様性を保持する。これは、T 家、Y
家の栽培品目とその利用法をみれば明らかであろ
う。同じ作物であってもさまざまなステージに合
わせて利用できるという多様性があり、地域の多
様な資源の有効利用にも結びつく。また、その多
様性は在地の知恵に裏打ちされており、地域の文
化の源でもある。
　自給は資本主義、消費社会の浸透で縮小させら
れてきたが、それでも主に女性の手によって生き
延びてきた。政策的にはまるっきり無視されてき
たものが、近年突然、女性たちが自給の延長とし
て取り組んできた緒活動が地域おこしの担い手と
して担ぎあげられるようになっている。しかし、
自給など、世帯や地域の “ 換金化されない領域 ”
に属する活動がもつ多様な価値が評価されるよう
になったかと言うとそうではない。
　換金性という単一の価値だけではなく、生産し
利用する楽しみや、そのやりとりを通した楽しさ、
それを可能とする社会関係があることへの安心感
も含めた、地域の総合的な資源の活用力への視点
が必要であろう。さらに、そのベースに求められ
ることは、女性の領域として一方的に押し付ける
ことではなく社会全体にとって価値のある活動で
あることが共有されること、そして、誰でもが自
給的な営みに参画するための時間が確保できるよ
うなワークライフバランスの実現だろう。自給は、
“ ワーク ” と “ ライフ ”、“ 個人 ” と “ 地域 ” をつな
ぐ結節点にある営みなのである。
注
1） 共有地には、無主で誰でもアクセスできる共有地
と明確な利用管理者のいるタイトな共有地があ
るが、我が国での共有地は、入会と呼ばれ、地域
の人々によってタイトに利用管理されているも
のが大半である。
2） 1994 年度までは農家生計調査での把握が継続さ
れていた。それ以降は、かろうじて農業経営動
向統計において、家計費の項で生産現物家計消
費の県別の平均金額が集計されていたが、それも
2004 年度よりは家計費が参考資料扱いとなり、
生産現物家計消費は示されなくなった。
3） 創刊の趣旨には、「・・・仕事が忙しく、衣食住
がすべて外でつくられたものを買うことで済ま
してきた。そのようななかで健康面や環境や暮
らしの面などさまざまなところでほころびが出
始めています。このたび創刊する雑誌「うかた
ま」は、そんなほころびをつなぎあわせようと発
行します。仕事や暮らしの最前線で頑張ってい
る世代へ向けて、おばあさんたちの心と技に学
びながら、新しいメニューとともに新鮮な風を
お届けします。・・・」と書かれている。（http://
booknews.ruralnet.or.jp/?itemid=180）
4） 足柄地域は、小田原市、南足柄市と、足柄上郡（中
井・大井・山北・松田・開成町）及び足柄下郡（箱
根・真鶴・湯河原町）で構成される地域である。
5） 平成 18 年 9 月に JA おだわらと JA あしがらが
合併し、JA かながわ西湘となった。
6） 年齢層（20 ～ 30 歳未満、30 ～ 40 歳未満、40
～ 50 歳未満を各 500 人ずつと、50 ～ 60 歳未満
が 385 人、60 歳以上 115 人）、男女（同数）、に
加え、北海道、東北、関東、中部、関西、中国・
四国、九州・沖縄の 7 つの地域ブロックの人口
比を勘案し、web を通じて回答を募った。最終
的に 20,980 人にアンケートへの協力を依頼し、
2,800 件のデータを回収し（回収率 13.3％）、さ
らにランダムに選び 2,000 票とした（日本有機
農業研究会、2011）。
7） このデータも、1990 年に統計の取り方が大きく
変わったため、2000 年以降は算出できない。
8） さらに 1990 年代に繭価が大きく下落し、大規
模に経営していた人がやめた。その後は、副業
的、小遣い稼ぎ程度の収入でかまわない人たちが
残った程度という。
9） 一方、「第三世界」では、いましも購入種子、化
学肥料や農薬、灌漑施設とそれらの確保のための
ローンといった、金のかかる農業が浸透していく
中で、暮らしの自立性が急速に失われつつある
が、消費社会化に参入していくことへの高揚感の
方が強く、危機感が広く共有されてはいないのが
残念なところである。
10） たとえば、南足柄市では、南足柄市農業委員会が
2008 年に「南足柄市新規就農基準」を設け、そ
れに続くものとして、2009年に「市民農業者制度」
を導入した。市民農業者制度では、3 アール以上
10 アール未満の農地を借りて耕作をすることが
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できるようになった。さらに新規就農基準を満た
すことで、農家として認定されることもできるよ
うになり、農協の組合員になることもできる（南
足柄市、2010）。
11） 23 区の中心でミツバチを飼育している銀座ミツ
バチプロジェクトも面白い（銀座ミツバチプロ
ジェクト HP）。
12） 特定の消費者が生産者と農産物の種類、生産量、
価格、分配方法等について、代金前払い契約を結
ぶ農業のこと（農林水産省、2012）。援農が支援
の中に組み込まれていることもある。日本ではま
だあまり広がっていない。
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